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ズ ム

-工業製品貿易についての '~*試論-

序

第1 I t 生産要素賦存比率，技術と工業製品貿易

1. 生産要素賦存比率と人的資本

2 . 技術ギャップとプロダクトサイクル，

3. 重複需要と合意的国際分業

第2章こ工業製品貿易と各国の輸出競争力 

第3享同種商品間貿易と日本貿易の特徵

結 言 '

佐 々 波 楊 子
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1970ゴセに入り，国際通貨不安にはじまる国際経済情勢ウ変化のもとや，日本貿易が多くの課題を

かかえ進路変51を必要としていることは誰のIむこも明らかである。今後の課題のうちの一つはこれ

までの日本實易の中心であった原材料輸入製品輪出という，いわゆる加工貿易型の国際分業から

脱皮し先進国に共:通してみられる工業製品輸入を積極的にだ?用する分業へと移行することであふう。

, 日本贸易の特徴はこれまでもたびたび指摘されたように総輸入にめる原燃料の比重が大きく，

輪入弾力性の大き、工業製品輸入が相対的に小さいため輸入弾力性値と輸出弾力性値との間の缔離

が大きい。更に輸出産菜はもっぱら輸出に専念し今日光進国問で盛んに行われるようになった同

種商品in)での分菜があまり進展をみせていない。これら3 つの特徽はいずれも加工資易型からの脱

皮がすすまず，先進工業国のなかでも国際分業のおくれているト：!本贸易の現状を示すものである。

R 本の輪入を他の先進工業国とくらべると，素原燃料の比がいちじるしく高く， 1970年の総輸

入 の 49. 4%に速している。 これはプランスの 20. 3 % ,イギリスの 20. 6%, M ドイツの 17. 8%の 2

{よる以上にibたる。従って製品贸易の比IIIは西'ヨーロッパ各国の半分程度の14. 8 % であり，，プラン
( 1 )

ス 3 4  6 % ,西‘ドイツ30* 0 % ,イギリフ、23. 8%にくらぺきわめて低い。 しかも各国が19 6 0 4ま後ザこ

注（1 ) 評細には，通商ぬttf. 1972 p. 267 rわが旧の輪入偶}の特微ム
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先進国型国際分業のメ力ニズム

(2 )

から製品輸入比率を高めているのに，日本の製品輪入比率はI960年代の後半にはむしろ前半にく 

らベて低下している。 

商品別輪入の弾力性をみても，各国とも食料品や原燃料の所得弾力性値は工業製品よりも小さ、.、 

従 っ て ， 総輸入のなかで原燃料の占める割合の大きい日本の輸入弾力性は低くヤぶるしかもエま製 

ば1についても日本の輸入弾力性は他の西ヨーロッパ諸国にくらベても低く，通貨調整め後もM字不 

工業製品を主体とするロ本の輸出弾力性値はハク約銜がなかなか解消しない一因となっている
(3 )  .

クツカー，マギーの分析によれば輸入の所得弾力性1 .2 3 に対し3. 5 5 にも達してぉり，経済成長率

第1衷商品別輸入弾力性の国際比較

弾 性 値 t 検 定 値

所-得 ，伽 格 所 得 価 格
R* D, W .比

食料品 0, 581 A  0. 529 1.877 1 .050 0.926 1.603
日 本 原燃料 1 .141 A  0. 636 11.360 1.415 0. 995 1.937

工業製品 1 .581 A  1.270 8. 796 2. 022 0. 950 1.982
食料品 0.919 0. 620 1'7. 245 A  3. 594 0. 987 2. 853

西ドイッ 原燃料 2. 066 A  1.053 14,496 A  6. 364 0. 998 2. 345
工業製品 2. 335 A  1.323 40. 396 A 20. 429 0. 997 1.498

食料'品 0. 513 A  1.576 6. 533 A  4. 902 0. 973 1.323
，フランス 原燃料 0.778 A  0. 661 5. 369 A  2. 933 0. 987 1.135

工業製品 2. 507 A  2.193 27. 215 A  3. 437 0. 996 1.339

食料品 0. 204 A  0. 340 2.144 A  1.735 0. 877 0.885
イギリス 原燃料 1 .158 0.991 6.142 . 0 . 3 1 9 0.978 1.530

工業製品 2. 670 A  1.637 14. 410 A  8. 338 0. 977 1.595

食料品 1 .286 A  0.797 5. 681 A  1.450 0.945 1.144
イタリア 原想料 1.319 A  0.705 5. 258 A  0. 999 0.971 1.087

工業製品 2. 058 A  1.486 21.077 A  5.472 0. 985 1‘ 615
(備考） 1. !入関数の推針は次式によった。 

log M —Uo+ai log F+Cz log- P

ここでM: m m ^ M -
y： mn  GNP
p

を轨す、
2 . データは1956〜1970平の; 別。 '
S . ただしH木の食料品については，輪入IがI化などの進展した1965ィf 以降，1970ィP(四半期データ）の 
期iniについて，次式によったもの，

logM -aW o,(顾個人消奶+«2ら虞

(資料）通商fさ書1972年, p. 345., t
注（2 ) 通iV帕 書 1972 p. 248 r製品輪入による均海が、•大J 参照，

( g ) H. S. Houthakker and S. P. Magee "Iticftme and Price Elasticities in World Trade'* "The Review of Economics 
and Statistics, May, 1969, p. I l l 〜125.‘
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先進国型国際分業のメ力

の純化はそのまま黒字累積をうみやすいことを示している。このままでは輸入の増大を通じての国 

際収支均衡を達成するには国内景気過熱化の折でも拡大政饿を統行する他はなk、。通貨調盤の効果 

も国内景気の下陈期には国内需要の減退による輸出ぼ力の增大と輸入需要の縮小によって相殺され 

てしまう。従って輸入弾力性値が低いままでは黒字不均衡がなかなか解消しないぱかりか，通貨調 

慈による効果をもっぱら輸出ま業にしわよせする結果となる。

同種商品間の分業は，先進国相互間で次第にその比重を高めている。前述のように製品輸入比率 

が1960年代の後半から日本をのぞく先進諸国で上昇しているのは，このような新しいタイプの分業 

が進んだためであるとみることが出来る。輸出入弾力性値が日本はど大きなちがいを示していない 

のも輸入構造も又工業製品を主体にするものへと変化しているためである。第 1 表の商品別輸入の 

弾力性値をみると，西ドイツをのぞく P1々の原燃料の輸入弾力性は日本とはぼ同程度'である。従っ 

て日本の輸入弾力性の低さは，工業製品の輸入弾力性の低さと工業製品よりも輸入弾力性の小さい 

原燃料の総輸入に占める比重が大きいためであるといえよう。
( 4 )

同種商品間の分業がロ本では遅々として進行していない現状はGATT s t u d y による日本と西ド 

イツの輸出入比率の比較によっても明らかである。まず日本からの輸出額がO EC D加盟国全体の 

輸出総額の3 分の 1 を超える有力な輸出品9 品 目 （SITC 3 析又は4析）についてみると，1969年の 

輸出額は3 7億 3, 9 0 0万ドルに達する。しかし同じ9 品目の輪入額は1 億800万ドルに過ぎず, 輪出‘ 

入比率は1 : 0 . 0 3 未満である。同じように西ドイツからの輸出額がO EC D加盟国全体の輸出総額 

の 3 分の1 を超えるのは4 品目に過ぎない。しかもこの4 品目の1969年の輸出額は1 4億 600万ド 

ルであり，輸入額は2 億も0 0 0万ドルで輸出入比率は1 :0 .1 7 となる。日本と西ドイツそれぞれの主 

要輪出品（日本ではSITC 3 祈又は4祈で輪出額が1 億ドルを超え，西ドイツでは1億700万ドルを超える品 

目を主要輪出品とする）の輸出入比率をみると， 日本では1 : 0 .0 6 6 ,西ドイツでは1:0. 40である。

つまり四ドイツの製品輸入の大きな部分が自国の主要輸出品と同種商品によって占められている 

といえる。西ドイツの主要輪出産業からの輸出額の40%は同種商品の輸入にちてられている。これ 

に対し，日本の生耍輸出産業はもっぱら輸出を行っており，同種商品の輸入はその6 % ときわめて 

小さい。

日本f {易の特徵である製品輸入の比重の征さ，これを反映した輸入弾力性値の小ささは，四ドイ 

ツをはじめとすろ西ョ 一ロッバの国々で進展している同種商品間の分業が行われていないためとみ 

ることが出来る。つまり，一国がある商品を輸出すると同時に同種商品を輸入するというタイプの 

特化型態を日本贸揚はとっていない。

本稿の日的は，先進国問贸易の特徴である同糖商品問の分業メ力ュズムがどのように説明される 

力、をm らかにし，次に何故日本ではこのようなタイプの分業が進まないのかを検討することである，

注（4 ) GATT r ロ本の経済発肢と外国贸1!̂ j 大俊卷W-]税局® 際課訳"贺场と関税" 1971ギ 1 2月，
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先進国型国際分業のメ力ニズム

. ^ 1 ^ 生産要素賦存比率 ♦ 技術と :E業製品贸愿 

1. 生産要素賦存比率と人的資本

各国問に比較生産費差が生じるのは，生産要素の賦存量が国ごとに異るためであると考えられる 

(へクシャー• オーりンの理論)。このような比較生産費差が資易取引が行われる前提であるとするな 

らぱ，生産要素賦存比率にあまり差異がない先進■間の贸易収引が近年次第に増大している事実は 

どのようにfぷ明されるのだろう力Y 伝統的な国際贸易理1論に対するいわゆるNew Theoriesのさキ 

さまなししろみは，先進国H']の工業製品貿易の動向に影響を与えるいくつかの新しいファクタ— を 

袖出した。そのうちの一 つ として，レオンチ:n フ逆説〉をめぐる議論から発展した人的資本の役割を 

重视する立場があげられる。’

レ才ンチフの研究は，すでに「レオンチェフ逆説」の名でよく知られているように，1り47年の 

アメリカの100ガドルあたりの輸出は同額の輸入を生/藍するよりもより.多くの労働と，より少ない 

資本とを必要とした。資本豊富国ァメリカの輸出入がこのような結果を示したことは，明らかにへ

クシヤー• オーリンの命題r 矛盾する。
(6 ) ,

レ才ンチェフ自身は，この逆説的結果はアメリカの労働の質が優秀なため生じたのであり，アメ

リ力の労働は他の国々より3 倍の効率をもつものであると主張した。そしてァメリ力の輪出生産に

従#する総労働者のなかで  5Q.9% は， (1 )Professional and te c h n ic a l,(2) Clerical, sales and

service, (3) Craftsmen and fo rem a nという専門的職能を有する労働者が占め，これに対し輸入

代替生産で同じような比率をとると4 1 .03 %にしかならないことを示した。

ア メリ力の輸出が他の国々よりも知識労働者をより多くもちいる知識巢約塑であることはキージ

， ングによっても示された。キージングは各財の化産に必要とされる職能別労働投入里. （skin r îuire-

n ient)を計測し，IW ?年のァメリカ工業製品輸出が必要とするskill requirem entと輸入代替に必

要とされるsKill requirementを求めた。次に，ァメリカの各財の生産に対応するskill requirement

'レ基いて他の先進9 力国の輸出入商品を生産する場合のskill requirem entを求め，ァメリ力の輸

出が先進国中最も知識集!■タ度! 高く，輸入は最も低いこと示した。

— 労働の’「質J 或いは「知識J を労働投入と別個のものと考え，第三の生産要素として取扱れ「労

注（5 ) Leontief, W. W. "Domestic Production and Foreign Trade： The American Capital Position Re-examined," 
reprinted in "Readings in International Economics d  by R, E, Caves and H. G. Johnson, Homewood, 111.; 1968.

( 6 )  Leontief, W. W. "Factor Proportions and the Structure of American Trade： Further Theoretical and Empirieal
■Analysis" The Review of Economics and Statistics (November 1956),

( 7 )  Keesing, D. B. Labor Skills and International Trade； Evaluating Many Trade Flowa with Single Measuring 
Device," The Review of Economics and Statistica, August 1965,

《8 〉. Keeeing, D‘ B. "Labor Skills and the Structure of Trade in Manufactures'* in "The Open Economy" ed. P. B.
Keilen 'and li. Laurence, Columbia University Press.
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先‘進国型国際分柴のメ力ニズム

働の賦存量の豊富な国は労働集約的な財に比较優位をもつ」というのと同じように「知識の賦存量 

の豊富な国は知識集約的な財に比較優位をもつ」とおきかえることが出来よう。しかし何故人々が 

知識を得るようになるのか，或 いは知識を得ようとするのかのプロセスは,非常に資本蓄糖のプロ 

セス’にに て いることを;t 近 の 「教言の経済学」ないし「マンパワーの研究J は指搞している。

輸出と輸入代替'4̂ 産にもちいられる労働の職能別構成についての前述のレオンチznフの資料をも
,Q〉 _

ちい，ケネンは，職能問の賃金格差は労働の質の差をあらわすと同時に，人的資本のちがいを示す

ものとして資本要因を推計した。ヶネンは未熟練労働とそれ以外の労働との問に生ずる货金格差は 

教ま或いは企業内訓練による人的資本への投資の結果であり，1959年の職能間賞金格差がそれぞれ 

9.0, 1 1 .0 及び 12. 7%で資本収益を生んだ結果であるとし， 人的資本額を求めた。 いずれの場合 

も輸出生産は輸出代替生鹿よりも労働者1 人当りの人的資本集約度が高い。

このように人的資本を物的資本に加えたものが，より正しい資本集約度指隙としてもちいられる 

べきであるという考え方は, 所得水準の高い国ほど物的資本の形成と同じように，人的資本の形成 

もまた容易であることからもうなずける。まず熟練の習得即ち人的資本を蓄積するために生ずる苦 

痛 （その間に放棄しなければならない所得及び教R費魚担）は所得水準が高いホど小さくなる。教ま訓練 

の設■ も他の生産設備と同じように，ある程度規模が大きい方がコストも低くてすむ。 「レオンチ- 

フ逆説」の原因は人的資本の無視にあるという考え方にS く実諷分析が，最近ァメリカと西ドイ

ツについて発表された。

ボールドクィ (ンは，物 的 資 本 に 人 的 資 本 （総教育費）を 加 え た 額 を 労 働 で 除 し 総 資 本 /労 働 比 率

を求めた。次に，このようにして測られた総資本/ 労働比車を，1962年のアメリカの輪出と輸入代

替鹿業について求め，人的資本を資本概念に加えても総ての産業を念めた場合にはr レオソ チ エフ
(1り _ 

逆説」を逆転するにはいたらなかったが，資源集約産業をのぞいた場仓には，逆転することをホし

た。即ちアメリガの輸出生産の方が輸入代替生産よりも資本ま約的である。

ロスケンプとマクミ一キンは，前に両者の行った西ドイツについての研究を7^的資本へ帰厲する，

収益が単純労働力への賞金文払を超える部分でるとの仮定のもとに!^正した。単純労働に対する

賃金率が3 .175D M であると仮定し，それ以上の賃金を人的資本への掃属と者えた場合，1954年か

m ドイツ輸出生座‘は輪入代替生産よりも労働集約的となる。ロスケンプは1 9 5 4年^ 時}!てドイツか

らの労働移入を考慮すれば，UUドイツが当時労働染約的な輸出を行っていたと考える方が前の研究

注（9 )  Kenen, P.'.B. "Skills, Human Capital and Comparfttive Advantage" in "Education, Income and Human Capital" 
New York, National Bureau of Economic Research, Columbia University Press, 1970.

(10) Baldwin, R, E. "Determinanta of the Commodity Structure of U. S. Trade" The American Economic Review 

(March, 1971).
(11)资源ifS約産lift:とは良：??及び鉱業（産架分す;fぼずラ1 一 1のタバコ'製造業(15),木材及び木製(20),石池情勉(31),W 

鉄な?ー*次金]|5̂である。
(12) Roskemp, K, W .  and McMeeUin, Gordon, C. "I’actor Proportions, Human Capital and Foreign Trade； The Case 

of West Germany Reconsidered/* Tho Quarterly Journal of Economics V o l .1 , LX X X II February 1968.
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先進IS望国際分業のメカニズム 

で示されたよう‘に，資本集約的であると考えるよりも現状に合うものだと述べている。

以上のような研览は，I 、ずれも工業製品の比較擴位の決定が単に労働と資本といった生産耍素-に 

よるばかりではなく，人的資本，天然資源といった要因も大切であることを示している。従って労 

働一資本比率では相似た先進2 国間でも天然資源，人的資源の賦存が異れぱ，比較生産費差が生じ 

工業製品問取引の拡大をひきおこす。

また同一力チゴリ一の中の商品でもっても’それぞれのタイプによって人的資本を含めた資本集 

約度や技術要因に差あれば，同種商品間の国隙分養が成立するであろう。 •

2. 技術ギャップとプロダクトサイ夕ル

人的資源の赋存状態と共に，技術開発能力や技術波及の過程が工業製品間貿易の要因でぁるとす 

るの力' ; ,技術ギヤップ及びプロダクトサイクル説である。

アメリ力は知識労働力が豊富なので，知識集約库の高い商品に比較優位をもっという点にっいて 

はill節ですでに述べたように，いくっかの研究がこれを実誰している。アメリカ産業の研究開堯能 

力か技術進歩を生み，新製品の出現と新;^産方法の開発が，同国における高賃金を補ってなお輸出 

競争力の確保を可能にしている点をキージン(ダ)やグルーバーそのは重視する

キージングは，ア メリ力産業の輸出競争力を測る指標として 1962年のアメリ力の’各産業からの輸 

出か主要工業国（アメリ力，イギリス，西ドイツ，フランス，イタリア，ベルギー，オランダ，スエーデン及び日本）

からの総ftw出に占める害！]合をとっすこ。 研究開発に従事する科学者と技師の数が総雇用に占める.割合 

の高い産業ほどアメリカからの輸出シュアも大きく，その順位相関係数は0 . 9 4 を示した。同様に 

各産業の研究開発支出の付加価値に占める割合を'とった場合にも，アメリ力輸出シェアとの問には 

0 . 7 8 の順位相関係数が得られた。 ’

グル一バーその他も研究開発支出が総売上に占める割合の大き、産業ほど輸出の総売上に占める 

割合も大きく，しかもこのような産業では，総雇用労働のうちより多くの人々が研究開発に従事し 

ている。これらの研究結果はアメリカの輸出産業が研究開発支出を行い，先端技術をもっことによ 

って競争力を保持していることを示している。

先端技術は次第に他の国へも伝播される。この模做，伝播による技術波及の過程を重祝し，技術 

ギヤツプによって新技術を開発した国は当初輸出競争力をもつ。しかしこれが他国に伝播される

>王（13) Keesing, D, B. "The Impact of Research and Development on United States Trade" The Journal of Political 
Economy, February, 1967.

(14) Gruber, W., D. Mehta and R. Vernon *'The R&  D Factor in International Trade and International Investment 
of United States Industries" Journal of Political Economy, February, 1967,

Gruber W. and R. Vernon, "The Technology Factor in a World Trade Matrix" in "The Technology Factor 
in International Trade*  ̂ National Bureau of Economic Research, Columbia University Press, New York 
1970. '
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先進国型国際分業のメカュズム

同じ技術でも安価に生產耍素を供給出来る国々の輸出競争力か増大される。この摸做期問と貿易と
(15) (16)

の関係に注0 したのがポスナ一やネルソンであり，更にこれを各座業の発展過程と対応させたのが

プロダクトサイクル説でもる。

(17)
プロダクトサイクル説によれぱ，各産業における技術開発から波及へのプロセスに対);S し，各製

品は新局面（phase 1)~>発展局面（phase 成熟局面（phase II I )を通る。産出高も新局面から発展 

局面にかけては急速に増大するが，成熟局面に到って増加率は次第に減少する。科学者や技術者の 

もつ研究開発能力によって，新製品の出現や新製法の開発は左右される。従って，新局面の産業で 

は，科学者と技術者の数や研究開発支出が最も.重耍である。生産コストはまだ高いが，他の国との 

問に技術ギャップがあるので，たとえ高価格であっても輸出を行うことが出来る。次の発展局面に 

到ると生産高は急速に増大し，大量生産方式が導入される,。コスト及び価格の低下によって大量消 

費が可能となり，この傾向は成熟期へと続く。この発展局旧では大量生産方式の導入がコスト低下 

を可能にするのであるから，大市場をもつ国ほど-有利となり，輸出を行うことが出来る。次の成熟 

期に到ると新技術もあらかた開発され，各国問の技術ギャップも縮小されてしまうので，同じ技術 

をもちいて，よ,り安細に生産出来る国，例えば労働力が豊富で賞金の安い国が比較優位をもつ。

このようにプロダクトサイクル説は,技術波及の時間的過程と同時に技術が特定の技術開発国に
(18) '

のみ保有されていた時期には小量生産による特殊品であり，非価格要因力';競争力の形成に重要であ 

るが,，大m 生産にうつることによって規格化され，コストという価格要因が支配的となる過程をも 

重視する。従って先端技術保有園の比較優位の決定には非価格要因が重要であり，技術摸做旧では. 

従来からの国際資易理論が重視して来た価格要因が重要となる。 ，

プロダクトサイクル説は，産業成長の各局面によって研究開発能力，ホ場規模，生産要素価格と 

いったそれぞれ異ったププクタ一に恵まれた国が比較優位をもつことのほか，工業製品賀易におけ 

る非価格要因重要性を指摘した。ことに非価格耍因は親格品以外の工業製品貿易で大きな影響を 

もつ。もし工業製品貿易で特定のプランド，新しいスタイル，広告による知名度の浸透などの非価 

格要因がI t耍であるとすれぱ，一般的な品目区分のなかでは同種商品であっても，それぞれの国が 

興ったタイプの商品に特化することが考えられる。このような特化形態は,同種商品間の贸易取引 

'を拡大するいま 一*つの耍旧となる。

注（15) Poaner, M, V. "International Trade and Technical Change” Oxford Economic Papers, V o l.13,1961.
(16) Nelson, R  R. "A 'DifTusion’ Model of International Productivity DifTerencos in Manufacturing* Industry** 

American Economic Review, Vol. LVIIl, 196$. '
(17) Hirsch, Seor, I/)cation of Industry and International Competitiveness/^ Oxford Clarendon Press, 1967.
( 1 8 ) 则 illi格 と し て は ，商，i?,の贺，広借やアブターサービスを心とするプーケティング努み純1Wの良短などがホ<?げ 

られる，
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' 先進国型国際分業のメカニズム

3 . 重複需要と合ま的国際分業 ，

比較優位の形成に従来から0 労働と資本という生産要素賦存比率の他に，新たに労働の質（或い 

は人的資本）を導入した理論や前節の技術ギャップ説は，いずれも国際間の生産条件のちがいを分
(19)

業の基礎と考える。これに对しリンダーの®1論は2 国間の需要条件の類似性に注目しより糖極的 

に先進国間で工業製品贸易が何故盛んになるかを説明しようとした。

リンダ一説によれば，生産要素賦存比率の理論は第一次産品を主体とする国際分業の成立は説明 

することが出来る。しかしエ藥製品貿易については国内需要条件をより重視する必要が▲る。エ藥 

製品貿易は生産要素賦存比率のちがった国の問よりも， 1 人当り所得水準のにかよった国の間で行 

われる場合が多い。工業製品出の前提となるのは国内生産であり，国内生産が他国に較べ相対的 

に安価にもる財を生産するには，国内に充分の需要が存在しなければならない。一国の需耍構造は 

1 人当り所得に依存する。従って1 人当り所得の著しく異った2 国歐では需要構造が異り，需要に 

応じて生産される商品も商品の質も異るため, 貿易取引はあまり行われない。

リンダ一説の重要性は，，例えばE G 加盟国間で盛んに行われている同種商品問貿易たとえぱ緋気 

量の大きいま動年と小さい自動^ や，容積の異った冷蔵庫が相互に取引される現実を説明しようと 

している点である。従，ゥて工業製品贸易は1 人当り所得水準の相似た，産業構造の同じような国の 

間で取引される。たしかに消費需耍の多様化は1 人当り所得の水準が高くならないとおこらない。 

消費者が多様な望や性能の商品を求めるようになると，同糖商品問の取引が行われろようになると 

考えられる。同種商品間貿易が拡大すれぱ輸出入商品構成は相似たものとなる。

リンダー説のいまつの重 -担な点は,工業製品貿易における国内ホ場と輸出生産との関連を重視 

していることであろう.。 リンダー自身「今日の輸入財は今日の潜在的輪出可能財であり，将来にお 

ける輸出財であるかもしれないJ と述べている。国内需建の存i が輸入をひきおこし，国内市場を 

基盤として新たな輸出財の生産が開始される。 '

工業生産のなかでも規模の経済性の著しい産業ほど，国内需要の大きさが，その産業が比校優位 

をもつことが出来るか否かにとっT 重耍である。大規模生産の有利性が"合意的国際分業，’を成 

させる基礎であるというのが小鳥教授の説でちる。小島教授によれぱ「合意的国際分業は適減コス 

ト産業における規模経済を実現するために必要である。合意は,耍素賦存比率が類似しかつ要素 

賦存量の大きさ，ならびに市場の大きさと構造がお互いに類似している等発展段階諸国の間でなさ 

れるぺきでちるJ。 .

国め需耍だけでは規摸の経済性の禾I)益を充分に発揮出来ないいくつもの産業を各国がもつよりも，

注（19) Linder, S. B, "An Essay oil Trado and Transformation, Stockholm," 1961.
(20) Linder, op, d t，，p. 138.

( 2 1 ) 小■!為清著"合意的際分業ー経资統合のjti：:本理論" 世界贸各5と 多 国 籍 業 剑文社昭和 4S举*
( 2 2 ) 小路 op. dt" p* 11‘
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先進国型国際分業のメカニズム

国際間の合意に基いて各国間の産業配置を考えるべきであるとする合意的国際分業論ほ,その実現

方法としてまず経済統合による超国家的評画を考える。次により間接的な方法としてE C のように 

国際問の制度上の諸障鍵をとりのぞき，企業が，これまでの国境をこえ最適規模での操業を行うと 

とが出来るような条件を整えることである。更fc小島教授は多国籍企業のように国填をこえて行う 

生産活動が同-^産業内での分業を助長する点を指摘する。

たしがに1960年代に先進諸■ 問で同種商品貿易が盛んになったのは，産業内部における特化が 

進んだためでもあった。 1 人当り所得の上昇による需要の多様化と商品差別（product differentiation) 

の進おは，最終消費財を中心とする同種商品間貿易を説明する有力な仮説である。一方，産業内特 

化の進辱は中問財，資本財についての同種商品間贸お増大の原因の一つと考えられる。産業内特化 

め形態には次の2 通りの場合が考えられる。その一^つはある産業の製品のうち特定塑式惑いは特定 

部品の生産に特化するものである。いま一つは製造工程の一部作業工程を受持つ場合であり，自動 

車工業における現地組立てなどがこれにあたる。このような特化形態が成* するには，国境をこえ 

て情報が相互に交換される必要がある。従って，各国問の金融 . 産業両面での接独が大切であり， 

企業間の共同出資，特許の交換等による企業提携が前提となる。 I960年代の贸き，資本の自由化が 

国際問の情報交換を盛んにし，産業内部での特化と同® 商品間分業を促進して来たともいえよう。

第 2 章工業製品貿易と各国の輸出競争力

1960年代の先進国間工業製品貿易の拡大，なかでも一 ■ がある商品の重要輸出国であると同時に, 

同じ商品の輸入をも行うという同種商品間貿易の進展に対して伝統的贸易理論の拡充,新理論の提

起といったかたちでさまざまな説明がこころみられた。 しかし諸仮説の統評的検諷には多くの困難
(23)

があり，そのうちには相互に密接に関速しあっているものもちる。ハラバウアーの研究は，アメリ 

力のデーターからSITC’ 2:1行或いは3 衍の商品が，次の 7 項目について,それぞれどのような商品

特性をもっているかを求めた„ 
(24)

① 資 本 / / 労働比率 （capital per man)

② 知 識 染 約 度 （skill ratio)

③ 資 金 率  （wages Der man)

注（23) G. C. Haufbauer "The Impact of National Chfiracteristks and Technology on the Commodity Composition of 
Trade in Manufactured Goods** in R. Vernon cd. "The Technology Factor in International Trade, Columbia 
University Press, 1970.

( 2 4 ) 1963ィ[んのァメリカの{£ぱ̂資木にっぃてのデ. - タ0 1 9 5がトくの投入述こ川-炎ょり。
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先進s 型国際分業のメ力ニズム

(25)
⑧規模の経済性 

(26)
⑤消費財比率

(27)
⑥ 貿 易 03始時期 

(28)
⑦製品差別化

(scale economic) 

(.consumer goods ratio) 

(F irst Trade D ates) 

(Product DifYerentiation)

次に2 4力国の工業製晶も同一ノ製品については， アメリカと同じ商品特性をもつものと仮定し1964 
(29) ,

ギの各国の輸出商品構成にもとづいて各国の輸出構造の特徴を，上記7 項しれこついての計測値から 

求めた。輸出構造を示す7 項目の指標相互間の相関を示したのが第2 まである。

第 2 表 ハ プ ハ ’ ウ .ヮ一にみる24 力® の輪出構造を示す7 つの指標間の相関

U)
資杰/労働 
比泰

(2)
知識傻約度

(3)
賞 金 率

(4)
規模の経済
性

(5)
消費財比率

(6)
貿易開始期

(7)
製品差別化

(n資 本 ク  
…働比率

1 . 000

(2》知 識 約
度

. . 597 1 .000

(3}賃 金 率 .8 2 6 . 911 1 .0 0 0

4̂、規模の経 
《％ 性

.3 0 8 * .7 4 4 . 695 1 .0 0 0

4 1 費財比 .7 8 2 . 849 . 938 . 645 1 .0 0 0

( 6 ) 1 易開始 .2 6 1 * .6 3 6 . 588 .7 7 7 , 4 8 P 1.000

(マj製品差別 
化

.3 8 2 * . 923 .7 8 3 .7 8 6 .7 6 6 .8 7 4 1.000

Haiifbauer op. cit., page 195, Table II

注( 2 5 ) 規模の経济性は次のように計測されろ** Haufbauer. op. cit., page 178.
' p^kn も
レえられたプ 'ラソトサイズでの付加価値生産性/  4 ffi産業分頗の全事業所での付加価値生産性平均 

"ニ事業所当り平均屈用者数 • ■ ,
た ニ Constant

ニ躲模卸力性パラメータ。従ってもし0 .0 6 であれぱプラントサイズを2 倍にんれぱ付加価値化産性はめ6 % 增加す 

ることとなる。

( 2 6 ) がr廣財比詩ぶは次のようにして求められる。 '

 It  S"

及ぴ s"シ k 及び《鹿業から政府• まきI-への販壳額 

s ' " : ん産業から《産業への販売額 ’

s '及 び : ん及びn 産業の総販亮額(輪出及び在をのぞく）。従って消望■よ財比率はk産業の線吸究額のうち 
. 消费者への版5*(?(問接効果を含む）を 示 す 。 .

( 2 7 ) .新$も!?，についての競争力指漂として求められた(お|)目始IIを期のd a taは U. S. Census. Bufea.u, Export Classification 
List Schedule B .に段初に記載された《{i/jによる。例えばSITC 7 2 6医療惯気機械1944. 7,

( 2 8 ) 製品差別化は次のようにして計られる。

製品差別化=U„/V„ •
U„ニアメリカからのn 製品の袖JlliJt価の標傘倘差 

y »ニアメリ力からの《製品の輪Hi単frtlio平均 

<29) 24メ; 国は，カナダ，アメリカ合衆(蜀，オーストリア，ベルギー，デンマーク，フランス，RI( ドィツ，ィタリア，オラ

ンダ, . ノールウェイ，’ スェ" デン，イギリス，オーストラリア， niホ，イスラェル，ポルトガル，ユ ス ラ ヴ ィ ア ， 

メキシコ，ホンコン，インド，钟国，パキスタン，台濟である》
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7 項 0 のうち，高い相関を示すのは③賃金率と⑤消費財比率の0 . 9 3 8 ,③賃金率と②知識集約度 

の 0 . 9 1 1 ,③賞金率と①舍本/労働比率の0 . 8 2 6 ,②知識集約度と⑤消費財比#5の 0 . 8 4 9 ,②知識 

.律約度と⑦製品差別化の0. 9 2 3である。 * 印のついた統計的に有意でない相関係数は， 4 ヶースに 

すぎず，ことに知識集約度と賃金率は他の指標と高い相関を示す。

« 金率は資本/ 労働比率と共に伝統的国際貿易理論で最も重要な説明要因である。この二つの問 

に高い相関関係が認められるのは，おそら < 輸出商品'生産の賃金率の高い国は労働の資本藝婦率も 

国際的にみて高い国でり，資本が相対的に豊ぎな国であるためであろう。.又輸出商品生産にふ'け 

る貧金率の高いfflは，資本豊富国であるばかりでなく，高い知識集約度と商品差別化をもつ国であ 

る。賞金率と消費財比ぎとは有意な逆相関を示し，賞金率が高い国はど消費財輸出の比重が減って 

いることがわかる。規模経资性の効果も賞金率，知識集約度の高い国はど顕箸である。ハフバウヮ 

一の結果は，製品差別化や技衛格差による国際分業もかなりの部分が賃金率といったきわめてオー 

ソドックスな要因によっても説明出来ることを示す。

工業製品間貿易のうち，ことに同種商品問分業のメカニズムを説明しようとする際には，まず何 

を同種商品と考えるかという統計上の問題がある。産業内特化のうち；一般的な品目.区分における 

特定の激や様式に特化する場合には， S IT C商品分類の同一品目区分内で輸出増加と同時に輸入増 

加がおこると考えられる。しかし産業内特化めうちでも特定め部品或いは作業工程に特化する場合 

に，S IT C分類でこれを把握するのはきわめて困難である。本研究が対象とする同種商品間貿易は， 

産業内特化のうち，特定の型や様式への特化の場合のみである。

各国の同種商品問質易を示すものとして！>964年；1967年，1970年の先進9 力国（カナダ，ァメリ 

力, 日本，ベルギー，オランダ，西ドイツ，フランス，イタリア，イギリス）の工業製品輸出（SITG 5. 6. 7. 8 

類）のうち， SITC 3 祈で輸出額が1000方 ドル以上の商品について輸入/輸出比率（M / X 比率）を 

求めた。次に各国の同種商品間分業を示す商品別のM /X 比率がどのような要因によって説明され 

るかを，第 1 章の工業製品貿易に関する譜仮説に照らし明らかにしようとこころみる。

( I ) 工業製品間賀易に開する諾仮説のうち，伝統的な生産耍素賦存比率に基く理i論に第三の要 

因として知識集約度や技術を加えて者えれば，同一カテゴリ一内の商品でも，それぞれ技術ギヤッ 

プや知識集約度の度によって異った-要素镇約度をもつことも考えられる。同種商品内での技術ギヤ 

ップや知識傷約度のちがい【ネ，当然特定のタイプについては，ある国に比較優位を生ぜしめ，同®  

商品の問でも様式や型の違いによって各国の競争力がそれぞれ異り，生産特化と分業が生じる。ま 

た技術ギヤップの縮小によって競争力を失った鹿業では，ギヤップの縮小した様式や型の商品から 

次第に輸入の湖大がみられるのではないか。 このような同種商品問贸易の説明はきわめて伝統的贸 

易理論の説明に似ている。

( U ) いまーつは‘[̂ *̂ぜ,のタイプによって同糖商品問贸易がおきるとする考え方である。 1 人当

— - 2 6 ( 6 5 8 ) 一 —
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先進国型国際分業のメカニズム

所得の上昇は需要の多様化をうみ，商品差別化の進行により同種商品であっても，プラソ ド名,，ア 

プターサービス， 広告による知名度の參透がより重要となる。製品差別化の進んだ商品はど同種商 

品間資易が行われる。 1 人当り所得水離の同じような国はど，需要構造も似ているため， リンダーの 

指摘するような重複需要による資易が行われる。また小岛教授の説のように，規模の経済性の顕著 

な産業ほど合意的分業が行われるとすれば,規模の経済性の大きな産業の商品ほど同種商品問贸易 

が行われるであろう。

( i n ) 更に資本，贸易の自由化による情報交換の頻度，国際間の産業関係の密接度などによって, 

全般的な産業内特化と同種商品間贸场が進行するものと思われる。

( I ) のような説明を本研究では競争力原理による説明と考え，（n ) のような商品差別化, m 複需 

耍のような商品のタイプによる説明と区別する。（III)は国ごとの資本，貿易制度の違い，地理的条 

俾の差異に基く説明である0 ，

技術ギヤップの縮小，或いは賞金率の上昇によるつスト高どいった競争力の減退によって同種商: 

品カテゴリ一の中でも次第に輸入の増加がおきるという（I ) の仮説を検討するため，各国の商Hまご 

とについての競争力を示す指標として，O ECD総輸出に占める各医!の輸出を求めた。

X
、 ’ X. '

ムニ 乂商品输J出 

TニO ECD総計

次に先進工業国9 力国の工業製品（Sn：C 5〜8 類） の輸入/輸出比率ニ  Y と X との回帰を ,. 

l o g ( Y ) = A + B l o g ( X )によって，1 9 6 4年，1 9 6 7年，1 9 7 0年の 3 力'年について求めた。

結果は第1 表に示す通りである。先進9 力国の工業製品輸出（SITC5 類〜8類）の輸入/輸出比率 

と輸出競争力との間には逆相関がみられる。同種商品間貿易においても当該商品の競争力が弱い場

合には輸入が増大する。 ことにイギリスをのぞく他の国々では相関係数は0. 6 以上であり，回滞係
，’ ,

数の値は，. 111際間ではぽー1 .5〜ー0. 5の問にある。回帰係数B にくらべ切片A には® 際間で差異が. 

みられる。 1964年，1967年，1970年を通じA の値の大きいのはアメリカと西ドイツであり，次い 

でフランス，イタリア,：イギリス，カナダである。 日本をこれらの国々にくらべると， 1'964年力t  

0. 8759, 1967年が 1 . 1753, 1970年が 1 .747 7 で り ，年々上界がみられるものの，それぞれのザ-の 

西ドイツやアメリ力の値にくらべると傅い。 1964 句i には四ドイツ2.9 25 7 に対し日本は0 .875 9 で 

あり， 1 9 6 7年-は西ドイツ 2 ,8 2 7 1 に対し日本は 1 .1 7 5 3 でもる。 1 9 7 0年には日本は 1 .7 4 7 7 と 

1 9 6 4年にくらベればシフトしている力' ; ,西ドイツの 3 .1 5 0 4 の半分である。

第 3 までみると，同種商品内め分業においても競争力のあるグループはど輸出に対する輸入の化

—— 27(639)

I
i

I

I

I



先進国型国際分業のメ力ュズム

第 3 表 先 進 9 力国の輸入/ 輸出比率と輸出競♦力 

(1964律, 1967坪，1970年） 〔5 類〜 8 類〕

v m A

( t f l )
l O A

w m m

B

I I I I K H ホ だ < 

( I ' n i i  度
' M  A <

力

1 9 6 4  か 1 . 7 0 8 7  

( 7 . 5 8 1 9 )

5 . 6 2 2 0 一 1 . 1 7 0 2  

( 1 0 - 2 7 5 1 )

- 0 . 8 3 8 9 4 5

ナ
1 9 6 7 ィr 1 . 6 7 7 0

( 1 6 . 8 2 7 0 )

5 . 3 5 2 7 - 1 . 0 5 5 8

( 1 6 . 0 8 5 5 )

- 0 . 8 5 9 7 9 2

夕
1 9 7 0 ^ 1 - i . 6 3 1 1

( 9 . 3 5 0 1 )

5 . 1 0 % - 1 . 0 0 2 0

( 1 1 . 0 5 6 0 )

— 0 . 8 1 5 6 G 2

r

1 % 4 # 3 . 6 6 0 7  

( 7 . 9 9 3 1 )

3 8 . i ^ 8 9 0 - l * r > 3 2 8  

( 9 . 5 & 2 8 }

- 0 . 7 1 2 6 8 9

メ

V

1 9 6 7 ^ 1 - 3 . ^ 1 0 9 8

( 1 0 . 3 1 1 8 )

3 0 . 2 5 9 1 一 1 . 3 1 6 0  

( 1 0 . 9 3 7 0 )

- 0 . 7 4 0 0 ' 9 9

. 力
1 9 7 0 0 ' - 2 .  GO-11

( 6 . m s )

1 3 . 5 1 9 4 一  1 . 0 8 2 8  

( 7 . 5 9 1 0 )

一 0 . G 1 9 3

FI

1 9 6 1 0 - 0 . 8 7 5 9  

( . 2 . 5 7 5 0 )

2 . 1 0 1 0 - L - 1 3 2 1  

( 9 . 2 8 9 7 )

- 0 . 7 . 1 5 9 0 9

ホ

1 9 6 7  O'- 1 . 1 7 5 3  

( 5 . 9 5 リ2)

3 , 2  m 一 l. : ; 5 2 6  

( 1 L - I 3 5 2 )

- 0 . 8 2 1 1 -99

1 9 7 0 てr 1 . 7 - 1 V 7  

X  5 . 1 2 7 1 )

5 . 7 4 1 G 一 1 . 5 0 2 4  

( 1 D . 0 G 7 3 )

" 0 . 7 3 9 8 8 4

ベ

1 9 G - 1 - 1 - 1 .08()r>

( 5 . 8 7 3 ；])

ム a i G O " 0 . 8 0 0 0  

( 8 . G 2 7 i )

- 0 , 7 1 5 5 7 1

ル

ギ

1 9 6 7 ^ 1 - 1 . 0 1 3 0

( G . 3 0 3 0 )

2 . 8 3 7 8 - 0 . 7 8 6 0  

( 9 . m \ )

- 0 . 7 3 0 7 7 4

1
I 9 7 0 ^ r - 1 . 2 0 0 5  

( 7 . 9 S m )

3 . 3 2 1 7 — 0 .8 !>ir> 

( 1 1 . 0 1 0 8 )

- 0 . 7 7 5 8 8 1

ォ

1 % 1 - r - l . € W 8  

( 9 . 1 9 3 2 )

5 . 1 9 0 5 - - 0 . 9 3 9 1  

( 8 . 9 2 9 5 )

- 0 , 7 5 3 3 . 6 1

ン

1 9 6 7 # - 0 . 9 8 3 2  

( 7 . 3 8 2 8 )

2 . 6 7 3 1 - 0 . 5 1 8 0  

( 0 . 7 0 3 1 )

- 0 . 6 5 0 6 6 7

夕
1 9 7 0 ^ 1 - 1 . 1 9 9 4

( 7 . 3 7 8 3 )

3 . 3 1 8 3 - 0 . 6 1 0 3  

( ( y . - m i )

- 0 . 6 0 3 3 7 3

西

1 9 6 4 ^ r - 2 . 9 2 5 7  

( 7 . 6 1 2 1 )

1 8 . 6 1 7 4 - 1 . 3 1 5 9  

( 9 . 7 1 5 1 )

一  0 , 7 2 0 ( 3 8 8

ド i 9 G 7 ^ r - 2 . 8 2 7 1  

( 7 . ^ 2 9 8 )

I G . S O O t - 1 . 2 5 2 3  

( 9 . 4 1 6 9 }

- 0 . 6 9 5 9 9 5

ク 1 9 7 0 q : - 3 . 1 5 0 1

( 1 0 . 0 1 8 1 )

2 3 . 3 1 5 7 - 1 . 2 8 1 9

( 1 1 . 4 7 9 1 1

一 り .7 5 9 4 9 7

フ

1 9 6 4  n:- 2 . 1 * 1 3 3  

( 8 . 5 2 4 2 )

8 . 5 2 7 5 - 1 . 1 8 G 8

( 1 0 . 5 9 5 0 )

~ 0 . 7 6 0 7 U

ラ

ン

1 9 6 7 * ! - . 1 . 5 1 8 7  

( 7 . 1 7 7 - 1 )

4 . 7 0 5 3 - 0 . 8 5 1 2  

( 8 . 5 9 1 3 )

- 0 . 6 7 9 3 8 6

ス
1 9 7 0 * r - 1 . 0 2 3 1  

f 9 . 0 ^ 8 0

< i . 8 l 2 2 - 0 . 9 9 0 0  

( 1 0 .  <10 7 0 )

- 0 . 7 5 1 3 9 2

イ

l % 4  *T- 2 . 0 2 9 2  

( 7 . 1 9 3 a )

7 . 1 ) 0 8 0

( I 0 . 2 ：5t)!)

- 0 . 7 8 1 2 6(3

夕

•i

1 % 7 * T - ] ,8?.J7 

( 7 . 6 1 5 9 )

6 . 2 0 1 0 - l . ；W 7 2 - 0 . 7 8 1 0 7 7

T
1 9 7 0 ' | - 2 . 0 1 1 2

( 9.r)7*l7)

7 . l f M 9 ~ 1 . ；?(587 - 0 . 8 2 0 8 8 i

イ

1 9 6 4  >r^ 2 . 3 9 3 9  

( 4 . 2 2 2 5 )

l o / j m - 1 . 2 6 K )  

( : 1 . 7 5 3 1 )

- 0 . 5 2 1 4 8 7

ギ

V

1 9 6 7 1 . 2 3 1 9  

( 3 . 0 7 2 3 )

3 . ] 2 7 7 - 0 . 7 7 0 0  

( - 1 . 7 9 7 9 }

- 0 . 1 1 7 5 8 9

ス
1 《J 7 0 ギ 1 . 2 G - M  

( - I . I M 7 )

3. 5 ^ 1 1 1 - 0 , 8 1 %  

( G . 1 7 7 7 )

- 0 . 5 3 2 3 %

1970，，
0 ) -sri'C 3 H r も;りIIるm ooo万ドル以.h のものo 
イ2} -fHtilの■f/i?パ1かOECIH&检【11に,!iめるシ:£>ヤ一をもゥ 

て輪,'M奴，'/トカとネえる。

第 4 表 先 進 9 力国の輸入/輪出比率と輸出競争力 

(1964印，1967オペ1970年〉〔6 想〜8 類：！

力料及び (よお3 あ参照

2 8 ( 6 4 0 )

■ W)VA lOA B
あ数

m m i )

標ホ
数

力
1%'14: 1.7102 

(6.6203)
5.5303 -1.170G 

(9.2953)
-0.8319 39

十 1967*!* 1.7032
i i i i m i )

5.1917 -1,0-156
(ll.l73iS)

-0.8197 78

夕、 1970fr' i . m i

{ 8,5590)
5.0G03 —1.0853 

(10.2329)
-0.8135 54

T
1964̂ 1̂ - 3.75G8 

( 7.G519)
42.8129 -l.r>52G 

(8.8771)
-0.7136 76

メ 1967^1- 3.Kill 
(10.2813)

31.8518 -1.3172
(10.4734)

-0.7550 83

力 1970^1- 2.6m'
( (J.5059)

13.895G -LOGf.O 
( 6.81J8)

-0.6117 77

II
1964<1' 0.5卿  

( 1.G375)
■ } M 2 i -1.3183 

( 8.I656)
-0.7298 6：i

1%7 ゴ r' 0.9：̂S8 
( A M 7 ：i)

2.5569 -1.2812
(12.3G22)

-0.8058 83

yl. 1970 ゴ r- 1.-I77G 
( 3.7.If)7)

4.3825 一 i.'l»65 
(8.1912)

,-0,7019 73

ベ
196̂ 1 V 1.015?)

( 5.042-0
2.8‘；159 -0.7903 

(7.7441)
-0.6982 63

ル
ギ

1967-r 1.0107 
( 5. ri38)

2.7475 .-0.7717 
(8.2931)

-0.8293 65

1 1970^r- 1.1G9G 
( 7 A m )

—0.853B 
(10.1150)

-0.7690 71

ォ

196̂ 1̂ 1- 1.64(58 
(8.7679)

5J903 -0.9117 
{ 8.1818)

"0.7177 53

ン
1967'|-- 0.9112 

( 7.0G38)
2.55G9 -1.2812 

( rj.OJSO)
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(6.6373)

3.0726 一 0.;15i-l
( r，.08.10)

-0.5349 63

西
2,m o  

(7.1753)
19.8866 -1.3259 

(9.3201)
-0.7283 77

K
ィ

19G7'r- 2 J m ]

( i].m2)

16.06JO -1.2311 
( 8.1851)

一0,G770 79

ソ 1970 ぐr. 3.0932 
(8.711-0

22.0187 -1.2523 
(9.7903)

~ 0.7311 82

フ

196 \ ぐr 2.1805 
( 7マ，170)

S.8511 - し 20S7 
(3.4988)

- o j m . 71

ラ
ン

1967^r- 1-4829 
( (i.or>9：̂)

4,40.35 -0.8222 
{ 7.17G2)

-0.6394 71

ス 1970-1̂ ^ 1.9089 
(8-566-1)

6.7455 -0.9882 
(9.6183)

-0.9882 78

イ

1%4<|- 2.0614 
{ 8.0929)

7.6507 -1.19(2
(11.2095)

-0.8201 59

ク
リ

1967-r 1.7(595 
( G.B5I0)

5.8678 -1.2912
flD.23'2G)

-0-7791 m

ァ 1リ70イr: 1.9158 
( 8.-JG0G)

6,9.990 一1.Hi>25 
(11.9050)

-0.8172 71

イ

2.3rvlZ
(3.1903)

10.5299 -1.2102 
(1.7313)

- i ) A m 74

'ギ 
U

0 M 7 9  

(1.7655)
2.3819 -0.6132 

(3.0117)
-0.3167 75

ス 1970-r- 1.0510 
(3.0723)

2,8(505 -0.7139 
(4,7980)
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重は小さく，競争力を失うと同輔商品内でも輸入がふえる傾向がみられる。例えぱィタリァでは衣 

料の輸入/ 輪出比率は低く，スューデンでは紙及び紙製品の輸入/ 輸出比率が低い。

先進9 力国総ての国で，特に輸入/ 輪出比率の高い商品グループといっすこものはみあたらず，製 

品差別化の値向が强いと考えられる8 類に属する商品グループの、輸入/輸出比率が他よりも高いと 

いうこともなかった。例えぱアメリ力では6 類と8 類に嵐する商品グループの輸入/輪出比率の方 

が 7 類商品グループの場合よりも高い。 西ドイッではSITG 629〜6 5 1 までの輸入/輪出比率が高 

く， 7 類と8 類の商品グループはこれよりも低い。 日本では5 i i と SITG 714〜7 2 9 の機械類の輸 

入/ 輸出比率が他の商品グループよりも高いが，全体としては輸入/ 輸出比率は低い。

次に日本では5 類の輸入/ 輸出比率が他の商品グル一プにくらべ著しく高いので，これをはぶき 

第 3 まと同じ輸入/ 輪出比率と輸出競争力と,の間の问帰分析を行った結果が第4 まである。第 4 m  
の 6〜8 類についての結果を第3 表の 5〜8 類の場合とくらベてみると，各国の回帰係数B と相関

第5表商品グループ別輸出入比率と先進9 力国の翰出競争力 

(SITC 5顔. 6類，7顔. 8船

切  i ' rA  
( t  v a lv e ) io .\ 帰 係 数

B
M i m m
( iii lU P x

m m )
D.F.

1964*^r- 1 .5 ：301 
( 8 . 2 1 5 2 )

4 .6190 一 0.9953 
(12 ,3979)

一 0,80(36 81

5 類 19G7^r- 1.5615
( r とり99)

4 .7660 一0 .9168  
(1 5 .9 8 1 )

- 0 .8 2 9 8 114

1970ギ 1.5089 
( 8 . 9 3 ^ 2 )

4 .5220 t~0,8792
(1 2 .1 8 5 )
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" 0 .7 5 0 1 148
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(1 2 .0 8 4 )
- 0 .6 9 5 2 154
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2.r>395 - 0 . 7 1 6 2  
( 1 1 . 28G)

一0 .6678 156

19G4 "I* 1.4088
( 5 . 8 9 5 3 )

-L 091-1 - 0 .8 9 3 5  
( 8 - 7 1 % )

—0.6316 112

8 m 1967^1- 1.7011 
( 1 1 .2 1 1 )

5 .480 …0.9331 
( 1 3 .9 7 0 )

- 0 . 7 7 8 125
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4 .7696 一 0.8594 
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- 0 .6 3 5 7 125
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先進国型国際分業めメカニズム

係数にははとんど差異がみられない。切片A についても，日本を除く他の先進国では变化しない。 

例えぱ西ドイツでのA は第3 表では 1 9 6 4年が2. 9257, 1 9 6 7年が 2.8271, 1970年が 3 .1504であ 

るのに対し, 第 4 表では 1 9 6 4年が 2. 9900, 1 9 6 7年が 2. 7766, 1 9 7 0年が 3. 093 2 である‘しか 

し日本では第4 表の5 類をのぞく 6 類-  ̂ 8 類の場合の切片A は，第 3 表の場合とくらべると著しく 

低い。日本の第3 表のA は，1 9 6 4年が 0.8759, 1 9 6 7年 が 1 .1753, 1970年が 1 .7 4 7 7であるのに, 

第 4 表では 1 9 6 4年が 0.5890, 1 9 6 7年が 0.9388, 1 9 7 0年がし 47 7 6 である。つまり日本の輪入 

/ 輪出比率は， 5 類の化学を含めた場合と含めない場合では大きな差が生じる。

第 3 表と第4 表から，先進9 力国それぞれの同種商品グループについての輪入/輸出比率の水準 

は各国共の，当該商品グループの輸出競争力によって説明出来る。輸出競争力の弱いグループほど 

輸入の比重が大きい。しかし各国別にみると，輸入/ 輸出比率の商品別平均水準は国ごとに異る。 

例えば日本の平均水準は他の先進諸国よりも低い。 ’

第 5 表は，第 3 表の先進9 力国の輪入/ 輸出比率と各国の輸出がO EC D全体からの輸出に占め 

る比重との関係を商品グループ別に求めたものである。ぱてのケースについて回帰係数，相関fe数 

共に統計的に有意であり，各商品グループ共その商品の競争力の弱い国はど輸入/輸出比率も低い 

という関係がみとめられる。回帰係数B は各商品グループ共ほぽ0 .8〜1 であり，大きな差はみと 

められない。切片人は7 類/^けが他の商品グループにくらべて小さい。

このように同種商品についての輸入/ 輸出比率も，その商品の競争力によって大きな影響をうけ 

といういえる。 、

第 3 享同種商品間貿息と日本貿易の特徴

第 2 章での分析結果から各国の同種商品間贸易を示すSITC 3 析商品の輸入/ 輸出比率は，各国 

がその商品についてもつ輸出競争力によっ て説明されることが明らかになった。先進9 力国いずれ 

の場合も輸出競争力をもつ商品の場合には輸入/ 輸出比率は低い。（H本の場合についても同じよう 

なことがいえる。しかし回帰分析を行った際の切片A の値は国によって異る。特に日本の輪入/輪 

出比本は他の国々にくらぺ全般に低く，A の値も低い。このことは同じ工業製品輸出国であっても 

西ドイツが多くの同種商品贸易を行い，工業製品全般にわたって輸入/ 輸出比率が高いのと対•照的 

である。祐 1 因〜敏4 図は第3 まのト:1本と西ドイツの結渠をグラフにしたものであり，X 軸には日 

本と西ドイツそれぞれの国からの輸出がO ECD総輸山に占める割合を，Y 軸には輸入/輸出比率 

をプロットした。 から 1970年にかけて日本の輸入/輪出比率は全休に上界していることが 

わかる。おそらく同期問中の資易資本の自山化， 1 人当り所fがの上界を反映したものと思われる。 

しかし西ドイツにくらべれぱそめ水準は依然として低い。 ’
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先進国型国際分藥のメカュズム
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先進国型国際分業のメ力ニズム

次にこのような日本贸息の時徴を西ドイツに対比して明らかにしてみよう。第 1 図と第3 図では 

日本も西ドイツもそれぞれの輪入/ 輸出比率の水準は輪出競华力と逆相関が認められた。しかし輸 

出競争力以外の制度的耍因も輪入/ 輸出比率の水準に影響を与える。特定の産業を育成することを 

目的とする輸入数量規制，関税障壁，輸出に対する各種の奨励措置などは輸入/輪出比率を低くす 

る。また資本の自lii化は産業内特化を促すので同種商品問贸易は盛んになり，輸入/輸出比率は高 

.くなる。 ，、 ，
. (30) .

いま輸出競-モカを示すX に甚く輸入/ 輸出比率の計測値Y と，現実の輸入/ 輸出比率Y との間の

Y - Y  、ル 、 > よん, か- .々-レ し .ふ 】^ Y - Ydisterbance ratio Y が， このような輸出競争力以外の要因の影響を示すものとする, Y
が 3 析以上の商品を西ドイツと日本についてリストアップしたのが第6 表である。

まず日本の場合についてみると，Y - Y の符号はすべてマイナスであり，奨際の輸入/輸出比率 

は計測値より低い。1 9 6 4年では，このような商品1 9のうち鉄鋼製品，家庭電気製品，自動車が10 

液品を占めている。 1967 }̂̂ にっぃてもリストアップされた2 2 商品中 1 3 商品が，1 9 7 0年には17

商品4^ 10商品が上記3 つで占められるいる。 

Y - Y
西ドイツで Y が 3 折の商品は日木にくらべて数がずっと少なく，1964年に8 商品，1967年

に 7 商品，1970年が9 商品と，日本のほぽ半分にすぎなことに商品がいくつかの特定産業の製 

品に集中するということはみとめられない。 -

次に第6 表にリストアップされた商品の輸出額合計が1964年， 1967年及び1970年の日本及び

Y - Y
西ドイツの総輸出に占める割合を求めた。日本でな Y が 3 衍以上の商品が総輸出に占める割

合は1964年が24. 5 % , 1 9 6 7ギが24,2%, 1970年でほ2 5 .6 % とほぽ総輸出の4 分の 1 を占める。

西ドイツの場合に同じような比率を求めてみると，1 9 6 4年が5.8% , 1 9 6 7年が 8.2% , 1970年が 

6 .0 % と 10%にもみたない。

第 6 まの鉄鋼，家庭電気製品，自動1|1：などはI960年イひこ日本からの輪出が最も急速にのびた商 

品であり，これらの商品は輸出競争力が示すよりも低い輸入/ 輸出比率水準を保った。このことは 

日本の輪出雍業がもっぱら輸出盤中塑の避棠であり，産業内特化という型態をとらなかったことを 

示している。 一方， 西ドイツは1960 ギ代の資本，貿易の自由化， 2 回にわたるマルクの切上げを 

経験し，輸入/ 輸出比率はin本よりも輸出競争力をよく反映しているようである。輸入/輸出比率 

が輸出競♦ 力以外の要因によって影響される商品め輸出額合f l は Iヨ本では総輸出の25% 近くにも 

のぱっている。，このととは輪Ui座業への各種優遇措置や為替レートの水準が輸出振與，輸入抑制へ 

と働いたためと考えられる。 •

注( 3 0 ) 祐 2 - i m  3ま'の旧海分析のがiポにもとづく.
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商品名
rail and railway truck, iron and steel
tubes and pipes of iron and steel
power generating machinery
agricultural maehincry
telecommunication apparatus
railway vehicles
aircrafts
ships arid boats
office and stationary supply
manufactured articles, n.e.c.

西 ド イ ツ （8.2% )

SITC 商 品 名
(613) furs, skins, tanned 
(629) articles of rubber 
(632) wood manufacture '
(641) paper and paperboard
(661) lime cement
(662) clay and refractory construction materials 
(666) pottery
(673) iron and steel bai^
(674) universal steel plates, iron and steol
(675) hoops and ships of iron and steel
(676) rails and railway trUck, iron and steel
(677) iron and steel wire
(678) '  tubes and pipes of cast iron
(679) iron steel casting forgings unworked n.e.c.
(69り finished structural parts iron and steel
(692) motal. container, iron and steel
(693) wire products, iron and steel 
(725) donlestic electrical equipments
(732) road motor vehicles
(733) road motor vehicles, other than passenger cars 
(851) footwaro
(897) juwery and gold-silverware

日 本 （24.2% )

and steel
商品 名

rails and railway truck, iron
Agricultural machinery
telecommunication apparatus
railway vehicles
aircraft
ships and boats
office and stationary supply
manufactured articles n.A.a

1967 年

SITC 商 品 名
(631) veneer playwood
(632) wood manufacture 
(642) articles of pape
(651) textile yarn and tread
(672) ingots and other primary iron and steel
(673) iron and steel bats
(674) universal plates, iron and steel
(675) hoops and strips of iron and steel
(678) tubes pipes of iron and steel
(691) finished structural parts n.e.s.
(693) wire products
(712) agricultural machinery 
(725) domestic electric equipment
(731) railway vehicles
(732) roadmotol' vehicles
(733) road motor vehicles, other than pa^ n ger  cars 
(812) sanitary plumbing, heating and lighting fixture 
(821) furniture
(851) footwear

33(645)

1964

日 本 （24.5% ) 西 ド イ ツ （5.8% )

(676)
(678)
(711)
(712) 
(724) 
(731)
(734)
(735) 
(895) 
(899)

(712) 
(724) 
(73り
(734)
(735) 
(895) 
(899)
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商品名
pearls and semi-precious stones 
rail and railway truck 
miscellaneous ferrous metals 
power generating machinery 
agricultural machinery 
telecommunication apparatus 
railway vehicles 
aircrafts 
ships and boats

SITC 商 品 名
(624) articles of rubber
(641) paper and paperboard
(661) lime cement
(662) clay and refractory construction materials
(673) iron and steel bars
(674) universal steel
(675) hoops and strips of iron and steel
(676) rails and railway truck, iron and steel
(677) iron and steel wire
(691) finished structural parts, iron and steel
(692) nietal container，iron and steel
(693) wire products, iron and steel 
(725) domestic electrical equipment 
(マ3 1 ) railway Vehicle
(732) road motor vehicles
(821) furniture
(851) foot ware

^  ( % ) に示すo

結 言  .

H .

1 9 6 0年代には,先進国間の国際分業うち特に同種商品カテゴリーに属する商品間の取引が拡大 

した。このような国ま分業を説明するものとして，いくつかの新しい貿易理論が提示された。本研 

'ぜでは同種商品をSITG 3 析で同一グループに厲するものと考え，同種商品収引は同一グループ内 

商品の輸入/ 輪出比率でらわされる。各国のそれぞれの商品についての同種商品収弓Iは輸出競争 

力が減退した場合はど盛んになることがみとめられ，かなりの部分が伝統的な比较優位によって説 

明されることが明らかになった。しかし各国別にみると全般的に輪入/ 輸出比率が高く，同種商品 

間収引の盛んな国もあれ.ぱ> 盛んでない国もある。

日本と四ドィッをく .らベてみると，後者は全般的に輪入/ 輸出比率が高く，しかも各商品別の水 

準は輪出競争力をよく反映している。 これに対b , 日本の1960 年代の兆型的な輪出鹿業でもる， 

鉄鋼，家庭電気製品，自動車は輪出競争力を説明変数とする計測値よりも低い輸入/輸出比率を示 

す。これは制度的な耍因が同種商品間貿易の実現をさまたげたためと思われる。

同種商品問質易の背後には産業内で特定の激ゃタイプの製品に特化するいわゆる産業内特化の進 

展がある。産業内特化には，各国問の市場情報の交換，共同出資，'特許をはじめとする技術交換が 

その前提となる。このため贸务S ，資本の自ぬ化は内特化と同種商品問贸易を促進する。吏に自 

由化によって競争力原理は，より明確に各国の贸易桃造に反映される0 ■

, — 34(6^6) - •
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1970 年

先進国型国際分業のメカニズム

日 本 (25.6% ) 西 ド イ ツ （6.6% )

SITC
(667)
(676)
(679)
(711)
(712) 
(724) 
(731)
(734)
(735)
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、 先進国型国際分業のメカニズム

日本の輸入/輸出比率の低さによゥて示される同趣商品間分業の遅れの一因は，特定産寒の成 

を目的とした輸出優遇及ひ:輸入抑制措置や全般的にi i i出競争力を強めてきた1 ドル=  3 6 0 円の固定 

レート制にあると思われる。これまでの日本の資本自由化の遅れ，他の先進諸国との地理的な遠さ 

は各種インフオメクシ3 ンの交流を防げてぎた。また商品別に輸出競争力をみると，日本は繊維を 

はじめとするSITC 6 類でも依然として競争力を保持している。

しかし1970 年を 196 4年と較べてみると，全般に輸入/ 輪出比率は上昇してきており，同種商品 

.間の分業がわずかずつではあるが増加していることがわかる。今後，日本と諸外国との資本.技術 

の交流が盛んになるに従い，同® 商品間分業iは進展をみせ■ると思われる。更に，価格競争力に直接 

影響を与える為替レートの変更は，商品によっては輸入の増加を促し，軸}入/輸出比率を上昇させ

日本貧息が先進国型国際分業へと脱皮出来るかどうかは，国内産輩と外国産業との接M交流の他 

に輸出競争力を失う産業’が,どのように業種転換を行うかという業構造転換の可能性にもかかっ 

ているとい免よう。特に日本がSITC 6 類の多くの商品に依然として輸出競争力を保持していると 

との背後には，日本特有の雇用構造の存在を忘れてはならな即ち日本の低生座性部門は,長い 

間廣用機会の創出という役割を担ってきたので、あり，労働不足の深刻化がいわれる今日でも中高年 

層の雇用については依然として重要な部門なのである。従って，資本，貿易の自由化と共に国内労 

働需給事情が他の先進国と同じようになった後には，日本資易においても同種商品間取弓Iの比重は 

更に高まるものと予想される。

(経済学部教授〉

法( 3 1 ) 国際分寒の’利益，経済成良と雇用問題との旧速についでは，拙稿, 佐ノ<波傷子*招☆取 

投入ま出池論によるf!ホと西独の国際比校J r i9 8 0律の世界贸みう」第 5 巻世界経済協会
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* f経济成丧と输入構造- 
至 堂 （予范)ト
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